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改定・京都議定書目標達成計画の閣議決定に際してのコメント 

 
このままでは削減経路に入れず、京都メカニズムへの大幅依存は必至 

～バリ合意に沿って中長期目標を設定し、国内排出量取引・炭素税など抜本的政策導入を急げ～ 

 

気候ネットワーク 代表 浅岡美恵 

 

 本日 3 月 28 日、閣議決定された改定・京都議定書目標達成計画は、 

 

●大幅な削減不足（排出オーバー）の構造はそのままに「数字合わせ」 

 エネルギー起源 CO2 を 1.3～2.3％増に抑えるとしているが、気候ネットワークは、抜本的な政策の強

化がない限り、削減不足量は１億 5000 万トンに及ぶことを指摘してきた。その構造は基本的に変わっ

ておらず、不足見込み量の過半に及ぶ電力分野の大幅超過などはそのままであり、期待値による「数字

合わせ」という他ない。 

 

●政策強化は見られず、結局は京都メカニズムクレジットに大幅依存 

 国内排出量取引制度や炭素税（環境税）など、国際的な潮流となっている政策の導入はまたも先送り

された。他にみるべき施策もなく、自主行動計画に依存したままであり、結局は京都メカニズムクレジ

ットに大幅依存せざるをえない。 

 

●これでは中長期的な削減につながらない 

 2007 年 12 月の COP15/COPMOP3（バリ会議）で、先進国全体で 2020 年までに 1990 年比 25～40％の

削減が必要との認識が共有されている。改定計画は、京都議定書第１約束期間（～2012 年）以降に求め

られる継続的な大幅削減に備えるものとなっていない。これでは、次期枠組みが主要議題である G8 洞

爺湖サミットで日本が世界から期待されるリーダーシップをとりえない。 
 
●直ちに、中長期目標設定と抜本的な政策強化の検討を開始すべき 

 2009 年に本改定計画の見直しを予定しているが、直ちに、バリ合意に沿って日本の中長期的な削減目

標を設定し、国内排出量取引制度や炭素税などの経済的手法を導入するについての制度設計の検討を開

始すべきである。 
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